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１ 平成３０年度決算に基づく健全化判断比率報告書 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定によ

り，健全化判断比率を次のとおり報告する。 

 

（１）総括表 

（単位：％） 

区 分 
実質赤字 

比 率 

連結実質赤字 

比 率 

実質公債費 

比 率 

将来負担 

比 率 

平成 30年度決算 

健全化判断比率 

－ 

（ － ） 

－ 

（ － ） 

９．０ 

（８．７） 

５８．４ 

（６３．４） 

早期健全化基準 １４．０３ １９．０３ ２５．０ ３５０．０ 

財政再生基準 ２０．００ ３０．００ ３５．０ － 

注１ 実質赤字額又は連結赤字額がない場合は，「－」を記載している。 

注２ （）は前年度の数値を示している。 

 

＜参 考＞ 比率の概要 

区   分 概      要 

実質赤字比率  
（一般会計等の実質赤字の比率） 

市税，地方交付税等の一般財源をその支出の主な財源と

している一般会計等について，歳出に対する歳入の不足額

（いわゆる赤字額）を市の一般財源の標準的な規模を表す

標準財政規模の額で除したもの。 

連結実質赤字比率 
（全ての会計の実質赤字の比率） 

市のすべての会計の赤字額と黒字額を合算して，市全体

としての歳出に対する歳入の資金不足額を，市の一般財源

の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除したもの。 

実質公債費比率 
（公債費等の比重を示す比率） 

市の一般会計等の支出のうち，義務的に支出しなければ

ならない経費である公債費や公債費に準じた経費を市の

標準財政規模を基本とした額で除したものの３カ年間の

平均値。 

将来負担比率 
（地方債残高のほか一般会計等

が将来負担すべき実質的な負債

を捉えた比率） 

市の一般会計等が将来的に負担することになっている

実質的な負債にあたる額（将来負担額）を把握し，この将

来負担額から負債の償還に充てることができる基金等を

控除の上，市の標準財政規模を基本とした額で除したも

の。 
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（２）実質赤字比率 

ア 一般会計等の実質収支額                  （単位：千円） 

会 計 名 

歳入総額 

 

Ａ 

歳出総額 

 

Ｂ 

歳入歳出 

差引額 

Ｃ(A-B) 

翌年度へ 

繰り越す 

べき財源 

Ｄ 

実 質 

収支額 

 

Ｅ(C-D) 

一般会計 14,436,349 14,146,499 289,850 165,064 124,786 

貸付資金特別会

計 
8,641 1,460 7,181 0 7,181 

港湾事業特別会

計 
49,791 29,345 20,446 0 20,446 

公共用地先行取

得事業特別会計 
0 0 0 0 0 

合 計 14,494,781 14,177,304 317,477 165,064 
152,413 

（127,366） 

注１ 一般会計及び貸付資金特別会計は，会計間の繰入繰出控除後の数値で算定している。 

注２ （）は前年度の数値を示している。 

（単位：千円） 

イ 標準財政規模 
7,052,879  

（7,079,794） 

臨時財政対策債発行可

能額を含む。 

注 （）は前年度の数値を示している。 

（単位：％） 

ウ 実質赤字比率 
－ 

（ － ） 

※実質収支比率 2.16 

（1.80） 

注１ 実質赤字額がない場合は，「－」を記載している。 

注２ （）は前年度の数値を示している。 

 

【算定方法】 

 

実質赤字比率 ウ ＝ 

 

ア（※マイナスの場合のみ） 

イ 
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（３）連結実質赤字比率 

ア 一般会計等の実質収支額（再掲）              （単位：千円） 

会 計 名 

歳入総額 

 

Ａ 

歳出総額 

 

Ｂ 

歳入歳出 

差引額 

Ｃ(A-B) 

翌年度へ 

繰り越す 

べき財源 

Ｄ 

実 質 

収支額 

 

Ｅ(C-D) 

一般会計等 14,494,781 14,177,304 317,477 165,064 152,413 

イ 公営事業会計の実質収支額                 （単位：千円） 

会 計 名 

歳入総額 

 

Ａ 

歳出総額 

 

Ｂ 

歳入歳出 

差引額 

Ｃ(A-B) 

翌年度へ 

繰り越す 

べき財源 

Ｄ 

実 質 

収支額 

 

Ｅ(C-D) 

国民健康保険 

特別会計 
3,362,885 3,361,562 1,323 0 1,323 

介護保険特別会計 3,311,849 3,271,194 40,655 0 40,655 

後期高齢者医療 

特別会計 
474,007 472,427 1,580 0 1,580 

小 計 7,148,741 7,105,183 43,558 0 43,558 

ウ 公営企業会計の資金剰余（不足）額             （単位：千円） 

事 業 名 

流動資産の額 

または歳入額 

Ａ 

流動負債の額 

または歳出額 

Ｂ 

差引額 

 

Ｃ(A-B) 

調整額 

 

Ｄ 

資金剰余 

（不足）額 

Ｅ(C-D) 

水道事業 1,217,851 157,374 1,060,477 0 1,060,477 

公共下水道事業 839,924 839,924 0 0 0 

小 計 2,057,775 997,298 1,060,477 0 1,060,477 

                                （単位：千円） 

 ア～ウ合計 
1,393,885  

（1,275,354） 
 

エ 標準財政規模 
7,052,879  

（7,079,794） 

臨時財政対策債発行可

能額を含む。 

注 （）は前年度の数値を示している。 

（単位：％） 

オ 連結実質赤字比率 
－ 

（ － ） 

※連結実質収支比率 

17.81（18.01） 

注１ 連結実質赤字額がない場合は，「－」を記載している。 

注２ （）は前年度の数値を示している。 

【算定方法】 

 

連結実質赤字比率 オ ＝ 

[ア＋イ＋ウ]（※マイナスの場合のみ） 

エ 
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（４）実質公債費比率                 （単位：千円） 

区   分 金 額 備 考 

ア 
地方債の元利償還金 

（公債費充当一般財源額） 
1,033,072  
（1,055,560） 

元利償還金 1,061,863 

特定財源 28,791 

イ 
公営企業債の元利償還金に対す

る繰入金 
288,742  
（269,651） 

水道事業 13,915 

公共下水道事業 274,827 

ウ 
組合等が起こした地方債の元利

償還金に対する負担金 
42,388  
（86,137） 

広島中央環境衛生組合 42,388 

エ 
公債費に準ずる債務負担行為に

基づく支出額 
－  

（－） 
 

オ 一時借入金利子 
1,092  
（771） 

一時借入金利子 989 

起債前借利子 103 

カ 
基準財政需要額に算入された公

債費及び準公債費 
826,020  
（816,009） 

事業費補正 216,506 

公債費財政需要額 609,514 

キ 標準財政規模 
7,052,879  
（7,079,794） 

臨時財政対策債発行可能額を含む。 

注 （）は前年度の数値を示している。 

（単位：％） 

ク 実質公債費比率（単年度） 8.7  
H28 9.1％ 

H29 9.5％ 

ケ 実質公債費比率（３か年平均） 
9.0  

（8.7） 
 

注 （）は前年度の数値を示している。 

 

【算定方法】 

 

実質公債費比率（単年度） ク ＝ 

[ア＋イ＋ウ＋エ＋オ]－カ 

キ－カ 



 5 

（５）将来負担比率                  （単位：千円） 

区   分 金 額 備 考 

ア 地方債の現在高 
12,596,555  
（11,675,874） 

一般会計 12,596,555 

貸付資金特別会計 0 

イ 
債務負担行為に基づく支出予定

額 
－  

（－） 
 

ウ 公営企業債等繰入見込額 5,017,174  
（5,132,865） 

水道事業 55,002 

公共下水道事業 4,962,172 

エ 組合負担等見込額 240,503  
（212,001） 広島中央環境衛生組合 240,503 

オ 退職手当負担見込額 
1,379,745  
（1,557,322） 

水道事業を除く職員 1,074,988 

広島中央環境衛生組合 0 

東広島市（消防分） 304,757 

カ 設立法人の負債額等負担見込額 
119  
（－） 

竹原流通センター 0 

広島県信用保証協会 119 

キ 連結実質赤字額 
－  

（－） 
水道事業 0 

公共下水道事業 0 

ク 
組合等連結実質赤字額負担見込

額 
－  

（－） 

後期高齢者医療広域連合 0 

広島中央環境衛生組合 0 

広島県市町総合事務組合 0 

ケ 充当可能基金残高 
3,491,029  
（3,570,120） 

財政調整基金 1,091,101 

減債基金等 2,399,928 

コ 充当可能特定収入 
193,358  
（199,406） 

住宅使用料等 146,689  

貸付金元金償還金等 46,669 

サ 基準財政需要額算入見込額 11,910,587  
（10,835,939） 

事業費補正見込額 3,460,175 

公債費需要算入見込額 8,450,412 

シ 標準財政規模 
7,052,879  
（7,079,794） 

臨時財政対策債発行可能額を含む。 

ス 
基準財政需要額に算入された公

債費及び準公債費 
826,020  
（816,009） 

事業費補正 216,506 

公債費財政需要額 609,514 

注 （）は前年度の数値を示している。 

（単位：％） 

セ 将来負担比率 
58.4  

（63.4） 
 

注 （）は前年度の数値を示している。 

 

【算定方法】 

 

将来負担比率 セ ＝
[ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ＋キ＋ク]－[ケ＋コ＋サ] 

シ－ス 
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２ 平成３０年度決算に基づく資金不足比率報告書 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定に

より，資金不足比率を次のとおり報告する。 

 

（１） 総括表 

（単位：％） 

区  分 
平成３０年度決算 

資金不足比率 
経営健全化基準 

水道事業 
－ 

（ － ） 
２０．０ 

公共下水道事業 
－ 

（ － ） 
２０．０ 

注１ 資金不足額がない場合は，「－」を記載している。 

注２ （）は前年度の数値を示している。 

 

 

＜参 考＞ 比率の概要 

 

区   分 概      要 

資金不足比率 
（公営企業ごとの資金不足額の

比率） 

一般会計等の実質赤字にあたる公営企業会計における

資金不足について，公営企業の事業規模に対する比率を表

したものである。 
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（２）法適用企業 

① 資金不足（剰余）額                   （単位：千円） 

会 計 名 

流動負債 

 

Ａ 

算入地方債 

 

Ｂ 

流動資産 

 

Ｃ 

資金不足 

（剰余）額 

Ｄ(A+B-C) 

水道事業会計 157,374 0 1,217,851 △1,060,477 

注１ 流動負債は，控除未払金等の控除額を除く。 

注２ 流動資産は，控除財源等の控除額を除く。 

注３ Ｄ欄が△の場合，資金剰余額となる。 

 

② 事業の規模                       （単位：千円） 

会 計 名 

営業収益の額 

 

Ｅ 

受託工事 

収益の額 

Ｆ 

事業の規模 

 

Ｇ(E-F) 

備 考 

水道事業会計 826,398 165 826,233  

 

③ 資金不足比率                      （単位：％） 

水道事業会計 
－ 

（ － ） 

※資金剰余比率 128.4 

（106.7） 

注１ 資金不足額がない場合は，「－」を記載している。 

注２ （）は前年度の数値を示している。 

 

 

【算定方法】 

 

資金不足比率 ③ ＝ 

Ｄ（※マイナスは，資金剰余額となる。） 

Ｇ 
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（３）法非適用企業 

① 資金不足（剰余）額                   （単位：千円） 

会 計 名 

歳出額 

 

Ａ 

算入地方債 

 

Ｂ 

歳入額 

 

Ｃ 

資金不足 

（剰余）額 

Ｄ(A+B-C) 

公共下水道事業

特別会計 
839,924 0 839,924 0 

注１ 歳入額は，繰越明許費繰越額等に係る額を除く。 

注２ Ｄ欄が△の場合，資金剰余額となる。 

 

② 事業の規模                      （単位：千円） 

会 計 名 

営業収益の額 

 

Ｅ 

受託工事 

収益の額 

Ｆ 

事業の規模 

 

Ｇ(E-F) 

備 考 

公共下水道事業

特別会計 
193,684 0 193,684  

 

③ 資金不足比率                       （単位：％） 

公共下水道事業特別会計 
－ 

（ － ） 

※資金剰余比率 0 

（0） 

注１ 資金不足額がない場合は，「－」を記載している。 

注２ （）は前年度の数値を示している。 

 

 

【算定方法】 

 

資金不足比率 ③ ＝ 

Ｄ（※マイナスは，資金剰余額となる。） 

Ｇ 


